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北海道教育委員会教育長 様

北海道江別高等学校長
次のとおり令和４年度(2022年度)の学校評価について報告します。

１ 本年度の重点目標

○ 学科の特性や専門性を生かし、生徒の多様な学習ニーズに応えるとともに、学科間の連携を通して、高校教
育として共通に求められる知識や技能を修得させる。（全日制）

○ 協働する教職員組織の確立を図り、創意と活力に満ちた魅力ある学校づくりを目指す。（定時制）

２ 自己評価結果・学校関係者評価結果の概要と今後の改善方策

評価項目 自己評価の結果 学校関係者評価の結果

教育課程・ ・今年度から導入される学習指導要領を踏まえ ・保護者アンケート・評議員の評価から本校の教
学習指導 教育課程の実施にあたり、生徒の個々の能力や 育活動に一定の評価をいただいていることがう

適性、進路希望に対応しつつ、地域教育力や教 かがえる。
育資源を最大限に活用して、生徒にどのような ・複数課程及び職業科を含む複数学科設置の特色
資質能力の育成を図っていくのかをシラバス等 を生かした教育活動として、特色ある教育活動
を駆使して明確にしていくことがが急務である。 が展開されている。また、高大連携をはじめ、
間口減対象学科の変更も影響しているが、生徒 外部との連携も積極的に進めている。
のニーズにあった編成を進める必要がある。
・ギガスクール構想に対応する校内体制とオン
ライン学習への継続・発展が不可欠である。
・ＩＣＴ機器等の積極的な活用の継続が必要。

改善方策 学習指導要領を適切に実施し、生徒の学びの充実と進路実現に対応する教育課程の編成、見直し
を進める。生徒個々の能力、適正、進路指導に応じ、主体的に学ぶことができる教育課程の編成に
努める校内外の各種研修会を積極的に活用しながら、教員の授業力向上を進める。情報部、教務部
を軸にＩＣＴ機器を活用したオンライン学習を積極的かつ効果的に取り入れ、校内体制を構築し、
校内研修等によって教職員の意識啓発を図る。

生徒指導 ・学校行事や地元自治体と連携しながら、生徒 ・コロナ感染症終息に向けた学校行事の復活が進
の主体的活動 を活性化する必要がある。 み、部活動にも積極的に参加しており、生徒が心
・面談の効果的実施形態や生徒指導に関する指 身共に成長している様子がうかがわれる。
導方法について学年、分掌を横断的に捉え、 ・ＳＮＳの使用方法によっては、保護者とも連携

情報共有を進めることが必要である。 しながら、危険性について充分に認識させる指
・いじめ防止に向けた取組体制の周知と整備を 導が必要である。
行うことができている。 ・いじめに関する指導は継続的に行っていく必要

性がある。

改善方策 日常的な観察や面談を進め、得られた情報を教職員全体で共有し、生徒理解に努め、予防的指導
体制の充実を図る。自他を尊重する指導を進め、外部人材を活用しながら生徒が安心・安全に学校
生活を送ることができるような生徒指導体制・教育相談体制を構築する。

進路指導 ・生徒には、主体的な進路選択能力を身につけ、 ・難関大学への合格は現役生徒の励みになる。
情報提供にとどまらず、生徒の主体的活動を促 ・今年度の卒業生には系統的な指導が進路決定状
す指導の手立てが必要である。 況に大きな成果をあげている。
・今年度はインターンシップを実施することが ・複数回の説明会の実施など充実した進路シラバ
出来なかったが、必要な取組であり、次年度以 スにより丁寧な進路指 導が実施されている。
降も継続して実施する。事後指導を充実させ、 ・多様な進路希望を実現するための課外講習体制
対象者の拡大と内容の充実を図る。 を充実させる必要がある。

改善方策 ３年間を見通した指導計画に基づき、生徒が主体的に自己の将来について考える姿勢を育成する。
職業人による講話や専門学校、大学等の外部と積極的に連携を図り、学年段階に応じた指導と情報
提供に引き続き努める。

健康安全 ・感染症対策に追われた一年であったが、終息 ・感染症対策は今後も継続する必要がある。
が見えてきたが、教職員一同、一貫した手洗い、 相談体制の充実をより一層進めていく必要があ
検温等の基本的な予防対策指導を徹底したこと る。
で効果が得られた。 ・教育相談の連携体制充実のため、外部人材活用
・生活状況や交友関係から教育的サポートが必 を積極的に活用できる充実した校内体制を構築
要な生徒がさらに増加している。ＳＣやＳＳ する必要がある。
Ｗのさらなる活用充実が望まれる。

・危機管理マニュアルの点検・改訂を継続的に
実施することが必要。

改善方策 今後もコロナに限らず感染状況に応じた実効性のある感染症対策と生徒の意識醸成に努める。
各種事業を活用しながら、ＳＣやＳＳＷの外部人材を積極的に活用するとともに、自治体の関係

者との連携を密にしながら教育相談体制を充実させられるよう今後も活用枠の拡大を要望していく。

その他 ・学校活動を積極的にＨＰを活用して発信する ・地域で生徒の活躍する話題が多く、きめ細かな
ことに努めた。 教育活動がなされ、成果をあげている。これら

・大規模改造工事が終了し、トイレ、外壁環境 の取組を積極的に外部へ発信すべきである。
の改善が見られた。今後も快適な学校生活を ・メール配信サービスやＨＰを活用し、感染症対
送るための環境整備が必要である。 策や自然災害時の連絡体制を整備する必要があ

・職業学科の教育活動の理解と魅力発信に向け、 る。
更に効果的な策を講じる必要がある。 ・定時制課程の継続的な振興、支援も重要である。

改善方策 各行事や地域での取組をもとに、ＨＰや報道機関を活用して積極的な発信を行う。また、パンフ
レットや学校説明会の内容を工夫し、各学科の魅力を中学生や地域へ発信する。地域の教育力を活
用した授業実践や各行事への保護者の参加を促し、開かれた学校運営に努める。

公表方法 ＰＴＡ役員会及び総会等で保護者に配布するとともに、ＨＰで公表する。


